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書　評
宮島英昭（著）『産業政策と企業統治の経済史
　　　　　日本経済発展のミクロ的分析　　』
　　　　　　　　　（有斐閣，2004年）
寺　西　重　郎
　本書の目的は戦前日本の経済成長のミクロ的側面を分析し，あわせていわゆる日本型
企業システムの形成過程を解明することにある。分析対象は，1900年からユ955年前後に
おける法人大企業の投資行動である凸
　序章（課題と分析枠組）と終章（総括と展望）を除くと，本書の申心部分は次の3部
分からなると考えられる。
　第一は，戦前期産業政策にかかわる3章であり，第1章戦前期工業化と産業政策；自
由主義から開発主義へ，第2章自由貿易下の戦略的保護政策の展關：化学工業のケー
ス，および第3章カルテル申立政策の転換：重要産業統制法の成立とその運用，の3章
からなる。これらの章で筆者は司まず次の2点を戦前の産業政策の特質として指摘す
る。（i〕戦前の産業政策の対象は，国際寡占企業のコントロール下にある規模の経済性の
作用の大きい産業に限定され，しかも政策は貿易の利益に対する悪影響と国際寡占企業
の対応を慎重に考慮しつつなされた。（I、〕政策のスタンスは競争中立的ないし鏡争制限的
であり，これは価格の安定と期待収益の改善の効果を通じて中間財生産部門の設備投資
を促進し，成長に正の効果をもった。
　さらに筆者は，こうした戦煎の産業政策を戦後のそれと比較し，両者の間には連続性
の側面と不連続性ないし異質な側面とがあると主張する。まず，特定の産業をターゲッ
トとして選択し，幼穣産業保護効果をねらって点および平等主義と戴量的指導に基づい
ていたという点で戦前から戦後にかけて強い連続性があるとされる。次に戦前と戦後で
は，競争制限に伴う効率上のコストを削滅する仕組みにおいて不運続性があるとされ
る。すなわち戦前では，自庄陸義的な制度的枠組，生産物市場での対外競争圧カの存在
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および企業家機能をもった（後述の）企業家型企業の存在などが，産業政策のコストを
局限化したのに対し，戦後では，戦後改革期に創出された競争的な市場構造と独占禁止
政策および負債あるいはメインバンクのモニター機能が過度の保護主義に陥る危険を排
除したと主張される。
　第二の部分は，戦前期の企業の統治構造・企業金融方式・投資行動にかかわる部分で
あり，第4章戦前期日本企業の統治構造と投資行動および第5章載間期日本企業の計量
分析；流動性・倒産リスク・設備投資，の2章から構成される。この部分での本書の基
本的主張は，戦前期の大企業部門が，所有形態と統治構造において大きく異なる3つの
タイプの企業　　3大財閥直系型企業，企業家型企業および公開型企業一に分化して
いたという点にあるむ3つのタイプの企薬群の所有形態と統治構造はそれぞれ表1の第
1，第2行に示したとおりである。本書では，こうした企業タイプの認識に基づき，そ
れが企業行動一資金調達および投資行動　　にいかなる影響をもったかが言干量的分析
によって解明される。分析緒果の概略は表1の第3，第4行に示したとおりである。3
大財閥の直系企業が，鉱山，貿易，銀行などの発展の初期局面における高収益産業を墓
盤に活動し，その後多くの遼巡と魎折を経ながら，大戦期には重化挙工業の中心的都分
を担うにいたったことはよく知られている。また表で公關企業とよばれる企業群には，
紡績・食品（製糖・ビールなど），セメントなどのいわゆる軽工業部門ないし消費財生
産にかかわる企業が数多く含まれる（本書p．204）。企業家型企業について，本書は，
3大財閥企業と同じ同族方企業である古河・藤田・片倉・麻生などのいわゆる大正財閤
系と地方財閥系の企業群とともに，当初共同出資企業として出発しつつも，次第に技術
系経営者や経営能力にたけた株主によって主導されるにいたった久原鉱業・日本鋼管・
日本窒素などおおまかにはいわゆる新興財閥に属する諸企業を含めている。
　本書の第三の部分は藪蒔から戦後改革期における企業システムの変容にかかわる諸章
であり，第6章戦時計画経済の展開と企業の投資行動，第7章戦時計画経済下の企業統
制の展開：「財界」の変容と利潤統制の帰結，第8章戦後改革：所有権と強制的再分配
と制度のアメリカ化および第9章2ケース：日本型企業システム形成，から構成され
私この部分における筆者の基本的主張は，戦前期において3タイプに分化していた企
業システムが，戦時・戦後改革の中で急激に同質化し，経営着主導型となった点に日本
型企業システムの成立メカニズムを求めるということである。企業システムの同質化・
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日本型化は1937年以降（p，480）次の3局面と経て成立したとされる。
（、〕戦時における企業の資本構成の変化。特に財閥系を中心とする企業群がその負債依存
を急激に高めたこと。ただし，資本構成の変化にくらべて企業統治と所有構造との関係
には大きな変化がなかった。すなわち，株主権を制限する企業統制・財閥系企業の企権
化の進展，企業者型企業の経営者企業化などの変化にかかわらず，人事権と利益処分権
は株主に属していたことが強調される。（。）載後改箪における企業システムの「アメリカ
化」。すなわち財閥解体等に伴う小株主の分散所有体制の成立，戦後補償の打ち切りに
よる資本構成の大幅な悪化の下で，経営に対するモニターが大幅に低下し，工一ジェン
シー・コストが上昇するとともに，倒産リスクが投資を制約する可能性が上昇。（、、。）こう
した「アメリカ化」のコストを削滅するために，「経営者によって」企業と銀行の安定
的な取引関係（メインバンク制）と企業閲の株式持合が進められ，ここに日本型企業シ
ステムが成立した。
表1
3大財閥企業 企業家型企業 公開企業
1、所有形態 財閥家族ないし持株会 経営者持株比率の高 共同出資型ないし分散
社による閉鎖的所有竈 位。 所有。
投資の起案は専門経営 ブロックホールダーで 専門経営者からなる経
者と持株会社による組 もある企業者・経営者 営執行陣が取締役会と
2．統治構造 織的起案、計画の承認 による投資計画の決定 一体化し投資の起案、
には危険回避的な財閥 （起案・承認）。 承認を行う。
家族が関与。
内部資金（低い配当性 外部資金依存（機関銀 小株主の近視眼的行動
3、資金調達 向と安定的償却によっ 行依存および資本市場 からする高配当と裁量
行動 て支えられる）。
の利用）。 的な償却行動から内部
資金蓄積の低位が投資
を制約。
投資は流動憧と負債水 負債の規律づけ効果の 投資は内都資金の水準
4、投資行動 準に制約される。また ない機動的積極的投資 と借入に依存。
準内部資金市場の機能 行動。不況期には過剰
は不十分。 投資となる。
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　以上が本書の概路と本書におさめられた主要命題の要約である。企業史に関する該博
な知識と既存文献の周到な吟味に基づき，ミクロ・データの計量分析と企業法制史等の
情報を駆使して得られた本書の藷仮説はいずれも強い説得力を持ち，これを批判的に検
討することは容易ではない。諸仮説は，同時代および次世代の研究著に投げかけられた
重要な問題提起としての性格をもつものであり，評者がこの紙面で以下に述べることは
宮島氏の問かけに対する評者なりのファースト・レスポンスでしかないことをあらかじ
めお断りしておきたい。ちなみに、本書は宮島氏の博士学位請求論文であり，去る2月
氏への学位証授与が決定されたむ評者は原輝史教授を主査とする審査委員会の一員とし
て審査に加わった。（他の審査員は書間文彦，花井俊介の両氏〕。本研究の学会への貢献
等の金般的評価については，その審査報告を参照されたい。（『商学研究科紀要』第60
号2005年3月刊）
　（！）まず、戦後の産菜政策等の位置づけについて。宮島氏は戦前期の産業政策の棲
能を高く評価し，その効果は市場全体が競争的であったがゆえに高かったと主張され
る。ごの一見逆説的とも言える仮説は，特に第2章の化学工業のケーススダディ等で見
察に立証されている。しかし，この論理を「競争制限政策にともなうコストを削減する
メカニズム」（p．12）という概念に一般化し，ターゲッティングなどの方法的共通性か
ら産業政策の戦前藪後の連続性を説くことは本当に妥当であろうか。評者は，産業政策
というものの経済社会に対するインパクトの大きさが戦前載後で全く異なっていること
をもづと重視すべきではなかったかと考える。すなわち，第一に，戦後においては，産
業政策は農業や中小企業からはじまって墓幹産業である鉄鋼や電力にまで及ぶ産業全般
を包摂する政策であづた。個別企業レベルで，政策金融などの政府の保護を殆ど受ける
ことなく成長した例としてソニーやホンダの例があげられることがあるが，ソニーにつ
いては金型に関する振興政策，ホンダについては初期における乗用車の輸入制限等の間
接効果まで考えると，産業政策の全くの枠外にあった企業・産業などは考えられないと
いうのが戦後のシステムであった。第二に，産業政策による競争水準への働きかけが産
業遵関のメカこズムを通じて産業ごとの附カ日価値に影響し，これと春闘による産葉別の
標準賃金決定方式を組み合わさって，所得分配の決定に大きな効果をもったことを無視
するわけにはいかないのではないだろうか（寺西重郎　2003）。産業レベルでのこうし
た政府・民間の接点が，産業と業界の成長，それを可能ならしめるものとしての大企業
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の成長，それへの寄与をひとつの社会的規範たらしめたという面もやはり無視すべきで
はないとも思われる。こと産業政策に関しては，戦前および戦中と戦後との断絶はきわ
めて大きいと言わざるを得ない。
　（2）戦前期企業の3類型分類について。宮島氏が高度成長期の企業や財閥などに見
られる日本的な経営者支配企業に対比的に，箪新的意欲に富んだ企業家的な一群の企業
が存在したことを主張した貢献は重要である。確かにこれら企業を大正財閥・地方財
閥・新興財閥の名の下に一括して3大財閥の下位に位置づける，という従来の概念構成
は必ずしも十全なものとは言えず，宮島氏の問題提起の意味は大きい。しかし，評者と
してはあえて次の2点を質間したい凸第一は，大正財閥や新興財閥を「遅れてきた成功
しきれなかった財閥」として「早期に成立し成功した財閥」である3大財閥と併置する
ことは，宮島氏のフレームワークを認めてもそれなりに意味のあることなのではないか
という疑問がある。まず，森川英正や安岡重明氏等の財閥を家族・同族牲と多角性に関
連づける定義はこれらの企業グループに十分妥当するし，さらに，これら企業家的企業
自体大まかには，3大財閥と類似の変容過程をたどったとみられることも忘れるべきで
なかろう。大正財閥の多くは3大財閥と同じく，機構改革を行ない持株会社化を行った
（古河含名は1917年，浅野同族はユ9ユ8年，久原・日産財閥の持株会社は1928年な
ど）し，企業家的創業者の退陣後は，いずれも3大財閥と同じく経営者企業化したこと
もよく知られてい孔第二に3大財閥は，政商路線にかかわって初期の成長主導産業か
ら利益を得た後は，遅れはあったものの結局は重化学工業に大挙して進出したのであり
く1945年に重化学工業のシェアは63％），この意味でも重化学工業を主要な活躍の場
とした大正・新興財閥と区別する必要は少ないのではないか。他方，綿紡績企業を中心
とする公開型企業の方は，戦前の主導産業である軽工業を代表するものであり，軽工業
から重工業へという産業構造の大きな流れの申では戦前経済の企業像全体の把握のため
には不可欠な構成要素である。言いかえると，ひとつの見方として戦煎の企業システム
は，柴垣和夫氏的に，財閥と綿工業独占体の2つに注目することによって完繕的にとら
えられるとも考えられる。こうした点からみても，宮島氏があえて大正・新輿財閥を企
業家型企業群として位置づけることの積極的理由は，必ずしも十分には説明されていな
いように思われる。
　（3）次に，■日本型企業システムの生成メカニズムについての宮島氏の仮説は，載後
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改革に伴う経済システム特に法体系等のアメリカ化ゴその後の日本型化の効果を強調す
るものである。上に述べたようにこの仮設は実に巧みに構成されており，戦前からの連
続説（ドナjレド・ドーアやチャルマーズ・ジョンソン）や戦時経済のショック説（野口
悠紀嬢，奥野正寛，岡崎哲二）など既存の学説（Teranishi2005a）に対時されるべき
新たな聞題提起となっている。すなわち、株主権限の制限と経営者支配への傾向は，財
閤における専門経営者の登用やその後の公開企業における内部昇進者の取締役登用など
にさかのほれる明治以来の傾向であり，その意味で載後における目本型企業システムヘ
の変化は，戦前以来の連続性をもつ現象である。また戦時おける株主権限の制限はある
意味で形式的・表面的であって，戦後改革の過程ではじめて実質的な株主権限の‘‘剥
奪肺が財閥解体と強制的なアメリカ型シスデムの移植の結果生じた。その意味でアメリ
カ化は一種の不連続性とみることができるというわけである（「連続面を重視する断絶
説」）竈
　ただ，財閥解体等が大きな効果をもったことは誰しも異誇ないところであろろが，ご
の仮説では会社制度の「アメリカ化」が実際のところどの程度進展し，実質的なインパ
クトをもったかということは不間に付されていることが気掛かりである。たLかに一連
の敵対的員収の試みが生じたことは大きな事件であったが。それは（持合による対抗の
せいもあって）一件も実現しなかったわけでありゴその後法制度等白体が急遼に日本型
化したことも宮島氏白身の指摘するとおりである。この意味で，宮島氏のいう「断絶」
は質的には疑いないものとして，それをどの程度量的に重視するかは，今後の検討課題
として残されているように恩われる。
　最後に，宮島仮説だけでなく戦前からの違続説や戦時ショック説にも共通にみられる
びとつの問題点についてふれておきたい。ごれらの仮説に共通する大きな特色は，株主
権限の制限，経営者支配の進展を主として純粋な金融的現象として把握する点にある。
しかし他方で，日本型企業システムには，労働者や従業員による企業特殊的技能形成
（それへの人酌投資）という実物的現象のもうひとつ別の側面がある。技能の聞題につ
いてぱたとえば小池和男氏を申心とする研究の蓄積があるのであるが，この研究もま
た、逆に金融的側面を十分にとりこむごとなく主として労働経済掌の問題として進めら
れている。この意味で2つのアプローチには大きなギャップがある。（ちなみに脊木昌
彦氏の諸業績は，この問題を統一的に解明しようとした先駆的試みであるという側面が
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ある。）しかしながらオリバー・ハートなどによって議論されているように，企業特殊
的技能形成と企業統治のシステムの剛こはホールド・アップ間題の回避という問題を介
して密接な相互依存関係がある（Hart1995）。すなわち，企業特殊的技能への投資のイ
ンセンティヴを与えるためには，企業統治メカニズムによるホールド・アップ問題の回
避が必要であり，逆に企業特殊的技能形成が重要である世界では，市場での配分効率を
重視する投資家主権の要素は限定を受けざるを得ないのである。
　こうした観点からみると，この問題は単に金融的な株主権限制限や取締役会の構造め
聞題だけでなく，実物的な技能の問題と密接に関連づけて理解されるべきであると恩わ
れる。この点で注目すべきは由井（ユ995）であり，由井氏は宮島氏の言う公開企業にお
ける取締役会システムの変容や中閥管理職の登用などの変化が，第一次大戦期前後にお
ける軽工業をめぐる国際競争力の激化によって必要となった技術的要因（原料の確保と
選別，工程改良と生産物の多様化の必要性）に密接にかかわって生じたことが指摘され
ている。またTeranishi（2005b）は，こうした考え方を財閥企業にも拡大し，財閥企
業の重化学］二業進出という二一ズが，金融的な面でも企業統治システムの改革を促Lた
のではないかと論じている。戦争直後の変革についても，金融的側面の変化と小池氏等
の見出した現場での労働者の企業特殊技能形成の進展という側面とを同時決定問題とし
て論じる余地が多分にあると思われる。金融的・実物的な両面を整合的に説明しえたと
き，はじめてわれわれは日本型企業システムの生成メカニズムについての首尾一貫した
理解に一歩近づいたといえるのではないだろうか。
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